
新規 追加 

年  月  日 

 

特定原産地証明書の受給に関する 
委任／署名／電子情報処理組織による支援を受けるための 

識別番号・暗証番号設定に係る通知書 
 

 

商工会議所御中 

 

標記について下記の通り通知致します。 

また、当社／私は、下記の者（代表者が記載されている場合は、代表者を除く。）に対し、特定原産地証明書

の受給に係る手続に関する一切の権限を委任します。 

 

会 社 名 

（屋号又は商号） （印） 

代 表 者 
（印） 

※FTA登録番号 
 

 

 

記 
 

記入上の注意 
① サインは濃くはっきりとご記入ください。薄い部分（かすれた部分）やはみ出した部分がある署名についてはお受けできません。 
② Signature欄には、自筆サインしてください（スタンプ・サインボード不可）。 
③ 英文氏名欄には、タイプまたはブロック体でフルネーム記入してください。 
④ 英文役職欄には、部署名を除く役職名を記入してください。 
⑤ 役員等については、部署名の記入は不要です。 
⑥ 署名届の提出後の閲覧・問い合わせには応じられませんので、必ずコピー（写し）を保管してください。 
⑦ サインの2度書きは、お受けできません。 
⑧ Signature欄に汚れがある場合は、その欄は使用せず、別の欄へ記入してください。 

 

 
 
注意事項 
1.発給申請者は必ず肉筆サインを記入してください。 
2.受託生産者は肉筆サインの記入は不要です。 
3.ご記入・押印後、窓口にご提出ください。 
※記載された情報は、特定原産地証明書発給事務に利用し、その他の目的に利用いたしません。 
 
 

 

別添①（ひな型） 



 
和文 

氏名 

英文 

和文 

役職 
英文 

Signature ※必ず肉筆のサインを入れてください。 

部署名  

E-mail  TEL  FAX  

 

和文 

氏名 

英文 

和文 

役職 
英文 

Signature ※必ず肉筆のサインを入れてください。 

部署名  

E-mail  TEL  FAX  

 

和文 

氏名 

英文 

和文 

役職 
英文 

Signature ※必ず肉筆のサインを入れてください。 

部署名  

E-mail  TEL  FAX  

 

和文 

氏名 

英文 

和文 

役職 
英文 

Signature ※必ず肉筆のサインを入れてください。 

部署名  

E-mail  TEL  FAX  



     年     月    日 
 

発給申請書の記載事項の英語表記等通知書 
 

              商工会議所御中 
 
 当社／私が発給申請書に記載する事項のうち、当社／私に係るものの英語表記等は以下の通りです。 
 

会社名（屋号）                             
 

代表者名                                
 

フリガナ 

和文 
会社名 

（屋号または

商号） 英文 

フリガナ 

和文 

和文 

代表者 氏名 

英文 

役職 

英文 

和文  〒 

英文 

電話番号  FAX番号  

現住所 

WEBｻｲﾄ 
※ない場合は記載不要 

http:// 

和文  〒 

連絡先 

住所 英文 

フリガナ 

氏名 和文 部署名 

 

電話番号  FAX番号  

連絡先 

担当者 

E-mail  

種別 １．法人  ２．個人  ３．団体 業態 １．製造業   ２．輸出入業  

※ 記載された情報は、特定原産地証明書発給事務に利用し、その他の目的に利用いたしません。 

 

※初回登録の場合は記載不要。 
受付指定商工会議所 商工会議所  加入商工会議所 

商工会議所 

※この欄は記載しないでください。 ※この欄は記載しないでください。 
FTA登録番号 

 

有効期間 
年     月     日より２年間有効 

 

別添② 



　　　　　　　　　　商工会議所　御中

印

（５）原産判定対象の産品名・HSコード・取引価額を記載してください。

（７）（５）の産品の原産判定に係る条件を下記から選んでください。

該当欄にX印 判定区分

取引価額

A

B

C

（６）当該産品の有効利用期間は原産品判定日より１年以内とします。但し、当該産品の材料、材料価格、仕入先等が変わった場合には再度申請が必要です。

原産品判定日　～　　　　　　　　　　年　　　　　　　　月　　　　　　　　日

原産品判定番号

※商工会議所使用欄

HSコード（６桁） 　　　原産判定対象の輸出産品名（英文）

有効期間（１年以内）（西暦）

産品の原産判定に係る基準区分

②原産材料のみから完全に生産される産品である。（協定４章22条１ｂ）

③非原産材料を使用し完全に生産される産品で、品目別原産地規則（附属書４）の要件等を全て満たす産品である。（協定４章２２
条１ｃ）

④非原産材料が使用される産品で（HS６１～６３類を除く）、当該材料の関税分類変更が行われないが協定４章２２条１（ｄ）の要件
を満たす産品である。

（４）工　場

（３）生産者名

円

TEL 　　　　　　　（　　　　　　）

FAX 　　　　　　　（　　　　　　）

FAX 　　　　　　　（　　　　　　）

担当部門

FTA登録番
号

　　　　　　　（　　　　　　）TEL

（〒　　　　　　）

和文工場名

所在地

責任者名 役　職

和文社名

英文社名

所在地
（〒　　　　　　）

　　　　　　　（　　　　　　）

　　　　　　　（　　　　　　）

（２）依頼者

（１）依頼日 （西暦）：　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

FTA登録番
号

Ｅ－ｍａｉｌ

（〒　　　　　　）
FAX

TEL

D

①国内で完全に得られ又は生産される産品である。（協定４章３８条ｈ）

　　　　　資料は証明発給日より５年間保存し、両国政府及び政府の指定する関係機関の要請に応じて即時に提出することを誓約します。

氏　名

会社名

所属部署

所在地

（輸出者又は生産者の代表者、又はその委任を受けた代理人）

本依頼書は、メキシコ合衆国に輸出する産品の原産判定を受けていただくためのものです。原産判定された産品のみ特定原産地証明書の発給
依頼ができます。判定の依頼に際しては、日本メキシコ経済連携協定に基づく特定原産地証明書発給に係る法律に従い産品（品目）ごとに行って
ください。関税番号（ＨＳコード）表にセットやキットとして記述される産品等の場合は、１つの産品扱いとなります。異なる産品をまとめて輸出する
場合でも、原産品の判定は一括して依頼できません。なお、本データは原産品の判定以外の目的に使用することはなく、他に公表されることもあり
ません。又、本データは同法律により、原産地証明書の発給日から５年間事務局に保存されます。

日本・メキシコ経済連携協定に基づく
特定原産地証明書発給に係る原産品判定依頼書

　標記特定原産地証明書の発給申請に際しては、協定に基づく法律に則り、産品の原産判定に係る申告データは全て真正であり、当該申告内容立証する関係

別添③（ひな型）



使用の場合× 使用の場合× 使用の場合×

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円

％

原産材料（８）-1　産品の原産判定に係る原産材料関係データを記入してください。

中間材料
使用の有無

価　額
（円）

RVC

合　計

原産材料名（英文）、労務費、間接費、その他
　累積
使用の有無

代替品・材料
使用の有無

産品の取引価額（ＦＯＢ価額に調整）に含まれる原産材料及び労務費、間接費、その他



使用の場合× 使用の場合×

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円

％

合　計

RVC

（８）-2　産品の原産判定に係る非原産材料関係データを記入してください。 非原産材料
価　額
（円）

累積
使用の有無

産品の生産に使用した非原産材料名（英文）
　僅少
使用の有無

HS（6桁）



HSコード （A）の値 （B）の値 （A）/（B）の値

21.01 ％

2402.10 ％

2402.90 ％

2403.10 ％

ＨＳコード 比率

50類～63類 ％

HS（6桁）
非原産の場合×

HS（6桁） 原産/非原産 原産比率
非原産の場合×

　　（B)

　　　　　（A)

　　　　　　　　　　　　

セット・キット・複合的産品を構成する原産品名（英文）

（１２）セット・キット、複合的産品の内訳と各産品価額を下記に記載してください。

材料重量
　　　　　　　　　　　　（単位）

（１０）５０～６３類の産品で、その関税分類を決定する材料に含まれる「繊維・糸」が関税分類の変更が行われないことを理由に原産品とならない場合、協定4章25条５の規定に
より「繊維又は糸」の当該材料に占める重量とその割合を記入してください。

産品の重量 当該繊維・糸の重量

上記関税分類を決定する材料に含まれる関連データを下記に記載してください。

（単位）

　　価　額〔円）

％

（１１)上記生産プロセスの中で、在庫で混在している代替性のある原産材料及び非原産材料を産品の生産に使用し、又、代替品が在庫で混在していた場合に、当該産品の原
産判定に採用した在庫管理方式と算出した原産品比率を、協定４章２８条の規程に基づいて記載してください。

材　料

採用した在庫管理方式（該当欄にX印） (　　）先入れ先出し方式　　　　　（　　）後入れ先出し方式　　　　　（　　）平均方式

　原産品比率 　　　　　％ 搬　出　日 　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

（単位）

原産/非原産関税分類の変更が行われない繊維又は糸の材料名（英文）

合　計

産品の全重量
非原産材料である第24.01項のたばこ（製造たばこを除く。）又はくずたば
この含有量

産品の重量非原産材料である第９類のコーヒーの重量

検査又は計算の対象（A） 産品の全重量など（B）

（９）上記（５）で指定された下記産品のHSコードが原産判定に係る検査又は計算結果を記入してください。

非原産材料である第24.01項のたばこ（製造たばこを除く。）又はくずたば
この含有量

産品の全重量

材料のHSコードを記入

（　　　　　）限定　･　（　　　　　）非限定

74.05～74.07

使用済みの陽極に限られたものか否か　（該当に×）

％

非原産材料である第24.01項のたばこ（製造たばこを除く。）又はくずたば
この含有量

産品の全重量

銅のくずの全重量に占める銅の含有量

第（　　　　　　　　　　　）号

セット・キット、複合的産品全体の価額（A） 合　計　　 

　　　　　　　　　　原産品価額合計（B）

産　品

採用した在庫管理方式（該当欄にX印） (　　）先入れ先出し方式　　　　　（　　）後入れ先出し方式　　　　　（　　）平均方式

　原産品比率 　　　　　％ 搬　出　日 　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

　



 

 
 

特定原産地証明書発給申請書 
 

     年  月  日 
         殿  

 
( ふ り が な )                                                         

申請者   住    所  (〒    )                                             

( ふ り が な )                                             

氏名又は名称                                    

代表者の氏名（注１）                              

※ＦＴＡ登録番号                                                

 

経済上の連携の強化に関する日本国とメキシコ合衆国との間の協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関す

る法律第３条第１項の規定により、次のとおり特定原産地証明書の発給を申請します。 

なお、特定原産地証明書の発給を受けるにあたっては、同法施行規則第６条第３項の規定により、同条第２項第１

号の特定原産地証明書への必要事項の記入及び同項第２号の特定原産地証明書への署名については、貴殿に委

託します。 

注：下線部について、委託をせずに自ら行う事項については、それぞれの欄に×印を記入すること。 

□特定原産地証明書への必要事項の記入 

□特定原産地証明書への署名      
                                 
担当者名                                       

所 属 等                                     

住 所       （〒    ）                                                    

連 絡 先     TEL:              FAX:               e-mail:                     

 

①輸出者 
輸出者名 住所 電話／FAX（注３） 

（和文）（注３） 
 

（和文）（注３） 
 

（英文） 
 

（英文） 
 

 

 
②輸入者 

輸入者名 住所 電話／FAX 
（英文） 
 

（英文） 
 

 

 
③貨物運送詳細 

出航日 
（予定日） 

※積込地 ※経由地 ※仕向地 
※積込船名又は 
 機名（登録記号） 

 （英文） 
 

（英文） 
 

（英文） 
 

（英文） 

 

印（注２） 

別添④ 



 

④輸出許可書等記載事項 

No. 
HSコード 
（６桁） 

品 名（英文） 
数  量 
及び単位 

※申 告 
番 号 

※通関士 
コード 

１ 
 
 

   

２ 
 
 

   

３ 
 
 

   

 

 
⑤仕入書（商業インボイス）記載事項 

No. 
※HSコード 
（６桁） 

品 名（英文） 
数  量 
及び単位 

仕入書番号 
（商業インボイス番号） 

１ 
 
 

  

２ 
 
 

  

３ 
 
 

  

 

 
⑥生産者 

No. 生産者名 住所 電話／FAX 
原産地証
明書記載
の可否 

（和文） 
 

（和文） 
 

１ 
（英文） 
 

（英文） 
  

（和文） 
 

（和文） 
 

２ 
（英文） 
 

（英文） 
 

  

（和文） 
 

（和文） 
 

３ 
（英文） 
 

（英文） 
 

  

 
⑦提出済資料等 

No. 原産品判定番号 受託生産者名（注４） 受託生産者の住所（注４） 
受託生産者の 
ＦＴＡ登録番号
（注４） 

１ 
 （和文） 

 
（和文） 
 

 

２ 
 
 

（和文） 
 

（和文） 
 

 

３ 
 
 

（和文） 
 

（和文） 
 

 

 
 
＜記載要領＞ 
（注１）代表者から委任を受けた責任者が申請する場合には、当該責任者の氏名及び役職（申請者が個人である場合は

記載不要）。 
（注２）押印に代えて署名しても差し支えない。この場合、必ず本人が自署すること。 
（注３）申請者が輸出者である場合は、記載しなくても差し支えない。 
（注４）原産品であることを明らかにする資料を申請者が自ら提出する場合は記載不要。 
 
＜備考＞  
・ ※印の欄は、不明の場合は記載しなくても差し支えない。 
・ ④～⑦については、必要に応じて記入欄を追加すること。 
・ 用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格 A４とすること。 



 

 
受託届出書 

     年  月  日 
経済産業大臣 殿  

 (ふりがな)                             

届出者  住所 (〒    )                       
(ふりがな)                      

氏名                   印（注 1） 

（法人にあっては名称並びに届出者の氏名及び役職） 
ＦＴＡ登録番号                   
（ＦＴＡ登録番号が発行されている受託生産者は記載して下さい） 

 

届出担当者名                                    

所属等                                       

住所           （〒    ）                                                    

連絡先       TEL:              FAX:               e-mail:                     

 

 

経済上の連携の強化に関する日本国とメキシコ合衆国との間の協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関す

る法律施行規則第４条第１項の規定により、発給申請者から、法第３条第１項に規定する特定原産品であることを明ら

かにする資料の提出を受託いたしましたので、下記の通り届け出ます。 

 

 なお、資料の提出にあたり、以下の点につき遵守することを誓約いたします。 

一 委託者が、届出に係る物品について特定原産地証明書の発給を受けた場合には、法第７条に規定する書類を、

特定原産地証明書の発給を受けた日以後同条に規定する期間を経過する日までの間保存すること。 

二 委託者が、特定原産地証明書の発給を受けた物品に関し、経済産業大臣若しくは指定発給機関又はメキシコ税

関当局から情報の提供を求められた場合には、委託者からの要請に応じ、これらの者又は機関に対し、提出する資

料に係る物品に関する情報を速やかに提供すること。 

三 特定原産地証明書の発給を受けた日以後それぞれ次の括弧内に掲げる期間を経過する日までの間次に掲げる

事実を知ったときは、遅滞なくその旨を通知すること。 

イ 当該特定原産地証明書の発給を受けた物品が特定原産品でなかったこと（５年間） 

ロ イに掲げるもののほか、受託生産者が提出した申請書の記載又は資料の内容に誤りがあったこと（１年間） 

 

 

記 

 

１．受託生産者の氏名又は名称、住所及び連絡先 
住所 (〒    )                       

氏名                                                         

（法人にあっては名称並びに届出者の氏名及び役職） 

FTA登録番号                     
（FTA登録番号が発行されている受託生産者は記載して下さい） 

 
２．委託者（発給申請者）の氏名又は名称、住所及び連絡先  
住所 (〒    )                       

氏名                                         

（法人にあっては名称並びに届出者の氏名及び役職） 

FTA登録番号                     
（FTA登録番号が発行されている委託者は記載して下さい） 

別添⑤（ひな型） 



 

 

３．届出に係る物品の名称及び関税定率法別表の番号 
品名                                     

関税定率法別表の番号               

 

４．提出する資料 

別添の通り。 
原産品判定番号                     
（施行規則第３条第４項の規定により提出資料を省略するときは、当該資料に基づいて発行された原産品
判定番号を記載してください） 

 
５．委託の期間その他委託に係る条件 
 
 
 
 
 

 
（注１）氏名を記載し押印することに代えて署名することができます。その場合、署名は必ず本人が自署してください。 
 

 



 

Annex 2 
AGREEMENT BETWEEN JAPAN AND THE UNITED MEXICAN STATES 

 FOR THE STRENGTHENING OF THE ECONOMIC PARTNERSHIP 
 

CERTIFICATE OF ORIGIN 
 

1. Exporter’s Name and Address: 
 

Certification No. 

 3. Importer’s Name and Address: 
 
 
 
 

2. Producer’s Name and Address: 4. Transport details (optional) 
  

 

 

 
5.  HS Tariff 
Classification 
Number 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6. Description of goods 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7. Quantity 8. Preference 
criterion 

9. Other 
instances 

10. Invoice 

11. Remarks:  

12. Declaration by the Exporter or Producer: 
 
I, the undersigned, declare that: 
 
- the good(s) described above meet the condition(s) required for the issue of 

this certificate; 

- the information that supports this Certificate is true and accurate and I 
assume the responsibility for proving such representations in accordance 
with the Agreement. 

13. Certification: 
 
The undersigned, hereby certifies, on the basis of the 
documentation necessary to support this Certificate, that the 
above-mentioned good(s) are considered as originating. 
 
This Certificate consists of ____ pages, including all 
attachments. 
 

Place and Date: 
                         ------------------------------------------------------------------ 

Competent governmental authority or Designee office: 
       
  ------------------------------------------- 

Signature: 
 
                              -------------------------------------------------------------------------- 
Name: 

                 ------------------------------------------------------------------------- 

Stamp 
 
 
 
 

Company: 
                 ------------------------------------------------------------------------- 

Issuing Country: 
                          ----------------------------------------- 

Title: 
                 ------------------------------------------------------------------------- 

Place and Date: 
                          ----------------------------------------- 

Telephone / Fax: 
                           ----------------------------------------------------------------- 

  

E-mail: 
           ------------------------------------------------------------------------------- 

Signature: 
                 ------------------------------------------------ 

別添⑥ 



 

Annex 2 (Annex Page) 
 

AGREEMENT BETWEEN JAPAN AND THE UNITED MEXICAN STATES 
 FOR THE STRENGHTHENING OF THE ECONOMIC PARTNERSHIP 

 
CERTIFICATE OF ORIGIN 

 
Annex Page 

 
 

Please print or type. Certification No. 

2. Producer’s Name and Address: 
 

 
 
 

 
5.  HS Tariff 
Classification 
Number 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6. Description of goods 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7. Quantity 8. Preference 
Criterion 

9. Other 
instances 

10. Invoice 

Exporter or Producer Competent governmental authority 
or Designee  

 
 
 
Signature:  _____________________________________ 
 
Name:         _____________________________________ 
 

 
Office:       _________________________ 
 
 
 
Signature: _________________________ 

Number of Annex page 
 
 



 

 Annex 2-A 
AGREEMENT BETWEEN JAPAN AND THE UNITED MEXICAN STATES 

 FOR THE STRENGHTHENING OF THE ECONOMIC PARTNERSHIP 

CERTIFICATE OF ORIGIN INSTRUCTIONS 

For the purposes of obtaining preferential tariff treatment, this document must be completed legibly and in full by the exporter or 
producer. The competent governmental authority or its designees may complete the certificate on request by the exporter or the 
producer. Please print or type. 

If the space of this certificate is insufficient to specify the necessary particulars for identifying the goods and other related information, 
the exporter or the producer may specify the information on the Annexed Page. 

Field 1: State the full legal name and address of the exporter.  
Field 2:  State the full legal name and address of the producer. If more than one producer’s good is included on the Certificate, attach a list of 

the additional producers, including the legal name and address, cross referenced to the good described in Field 6. If you wish this 
information to be confidential, it is acceptable to state “Available to Customs upon request”. If the producer and the exporter are the 
same, complete field with “SAME”. 

Field 3:  State the full legal name and address of the importer. 
Field 4:  Provide the name of loading port, transit port, discharging port and name of vessel / flight number. 

 The fulfillment of this field is optional. If the field is not fulfilled, this will be left blank. 
Field 5: For each good described in Field 6, identify the HS tariff classification to six digits.  
Field 6:  Provide a full description of each good. The description should be sufficient to relate it to the invoice description and to the Harmonized 

System (HS) description of the good. 
 Note: The description of goods listed in Annex 2-B, will be in accordance with the description provided for in such Annex. 
Field 7:  For each good described in Field 6, indicate the quantity to be exported in accordance with the unit(s) set out in the invoice. 

Field 8:  For each good described in Field 6, state which criterion (A through D and TPL) is applicable. The rules of origin are contained in 
Chapter 4 and Annex 4.  
Note: In order to be entitled to preferential tariff treatment, each good must meet at least one of the criteria below. 

Preference Criteria 
A  The good is wholly obtained or produced entirely in the Area of one or both Parties, as defined in Article 38. 
B  The good is produced entirely in the Area of one or both Parties exclusively from originating materials. 

C  The good is produced entirely in the Area of one or both Parties using non-originating materials and satisfies the specific rule of origin 
set out in Annex 4, as well as all other applicable requirements of Chapter 4, when the good is produced entirely in the Area of one or 
both Parties using non-originating materials. 

D  Goods are produced entirely in the Area of one or both Parties, but one or more of the non-originating materials that are used in the 
production of the good do not undergo an applicable change in tariff classification. The goods do nonetheless meet the regional value 
content requirement specified in subparagraph 1 (d) of Article 22, and satisfies all other applicable requirements of Chapter 4. This 
criterion is limited to the following circumstances: 

(i) the good was imported into a Party in an unassembled or a disassembled form but was classified as an assembled good 
pursuant to Rule 2 (a) of the General Rules for the Interpretation of the Harmonized System; or 

(ii) the heading for the good provides for and specifically describes both the good itself and its parts and is not further subdivided into 
subheadings, or the subheading for the good provides for and specifically describes both the good itself and its parts. 

 Note: This criterion does not apply to Chapters 61 through 63 of the HS (Reference: subparagraph 1(d) of Article 22). 

TPL The good classifies in Chapter 61, 62 or 63 and qualifies as originating under paragraph (f) of Section 1 of Annex 4.   
Field 9:  If other instances were considered for the purposes of determining the good’s origin, indicate appropriately “DMI” for De Minimis; “IM” 

for intermediate materials; “FGM” for fungible goods or materials; and “ACU” for accumulation. If no other instance was considered, 
indicate “N/A” (Not Applicable). 

Field 10: Provide the invoice number for each good described in field 6. If the invoice is issued by a person different from the exporter or 
producer to whom the certificate of origin is issued and the person who issues the invoice is located in a non-Party, the number of 
invoice issued for the importation of goods into the Area on one of the Parties should be indicated, and in field 11 it should be indicated 
that the goods will be invoiced in a third country, identifying the full legal name and address of the person that issued the invoice. 

 If the number of invoice issued in the third country at the time of issuance of the certificate of origin is not known, the field will be left 
blank and the importer will provide to the customs authority of the importing Party a sworn declaration that justifies the fact. In this 
declaration the importer will indicate, at least, the number of the invoice and the certificate used for the importation. 

Field 11: If the Certificate was issued retrospectively, the issuing authority shall indicate “ISSUED RETROSPECTIVELY”. If the Certificate is a 
duplicate, the issuing authority shall indicate “DUPLICATE”. If Field 8 was filled with criteria TPL, the issuing authority shall indicate 
“CERTIFICATE OF ELIGIBILITY ATTACHED”.  

 In addition, any other remark related with this Certificate may be indicated by the issuing authority or the exporter or the producer. 
Field 12: This field must be completed, signed and dated by the exporter or the producer. The date must be the date the Certificate was 

completed. 
Note: The exporter’s or producer’s signature may be autograph or electronically printed by the certification body. 

Field 13: This field must be completed, dated, signed and stamped by the competent governmental authority of the exporting Party or its 
designee. 
Note: The competent governmental authority or its designee’s signature may be autograph or electronically printed. 

 

Notice 1. Any items entered in this form should be true and correct. False declaration or documents relating to the certificate of origin 
will be subject to penalty in accordance with laws and regulations of the exporting Party. 

Notice 2. The certificate of origin would be a basis of determination of origin at the customs authority of the importing Party. The 
exporter or the producer of the good may receive questionnaires from the customs authority of the importing Party in 
accordance with subparagraph 1 (b) of Article 44. The response must be in English. If the response is insufficient, 
preferential tariff treatment may be denied. If the response is not returned within 30 days from the date of receipt of a 
questionnaire, preferential tariff treatment shall be denied. 

Notice 3. The exporter or producer should refer to the documents describing matters the applicant of the certificate of origin should 
keep in mind, which will be provided by the competent governmental authority when the certificate is issued. 




